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教育支援の類型化（『子どもの貧困対策と教育支援』より
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学習支援事業の類型化

『子どもの貧困対策と教育支援』より



子どもの貧困の実態
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日本の貧困

H25.8.2生活困窮者自立促進支援モデル事業担当者連絡会議資料抜粋



(%)

全世帯 生活保護世帯 ひとり親世帯 児童養護施設

高等教育進学率 73.2 33.4 41.6 23.3 

（内数）大学等 51.8 20.0 23.9 11.1 

（内数）専修学校等 21.4 13.5 17.8 12.2 

高校進学率 98.8 90.8 93.9 97.0 

出典：内閣府「平成２７年度子どもの貧困の状況と子どもの貧困対策の実施状況」

生活環境による高等教育進学状況の相違

『子どもの貧困対策と教育支援』より
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公立学校に通う児童・生徒の通塾率

出典：全国学力・学習状況調査の質問紙調査結果より抜粋

％



学習支援事業の根拠
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学習支援事業の根拠法

生活困窮者自立支援法（2015年4月施行）

• （目的）

• 第一条 この法律は、生活困窮者自立相談支援事業の実施、生活困窮者住居確保給付
金の支給その他の生活困窮者に対する自立の支援に関する措置を講ずることにより、生
活困窮者の自立の促進を図ることを目的とする。

• (基本理念)

• 第二条 生活困窮者に対する自立の支援は、生活困窮者の尊厳の保持を図りつつ、生活
困窮者の就労の状況、心身の状況、地域社会からの孤立の状況その他の状況に応じて、
包括的かつ早期に行われなければならない。

• ２ 生活困窮者に対する自立の支援は、地域における福祉、就労、教育、住宅その他の生
活困窮者に対する支援に関する業務を行う関係機関(以下単に「関係機関」という。)及び

民間団体との緊密な連携その他必要な支援体制の整備に配慮して行われなければならな
い。

• 第二条 この法律において「生活困窮者」とは、現に経済的に困窮し、最低限度の生活を維
持することができなくなるおそれのある者をいう。

• (定義)

• 第三条 この法律において「生活困窮者」とは、就労の状況、心身の状況、地域社会との
関係性その他の事情により、現に経済的に困窮し、最低限度の生活を維持することができ
なくなるおそれのある者をいう。

－ 生活保護に至る前の段階の自立支援策の強化を目的
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同法にもとづいて、自治体が実施主体となり、以下の事業が
実施されている。

・自立相談支援事業

・住居確保給付金の支給

・就労準備支援事業

・一時生活支援事業

・家計相談支援事業

・学習支援事業等

生活困窮者自立支援法の実施事業とは？

必須事業

任意事業
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多様な目的を持った
学習支援事業
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学習支援が果たすさまざまな機能



学習支援事業は
元々アウトリーチが
求められている





支援のアウトリーチ機能の強化
『生活困窮者自立支援制度に係る自治体事務マニュアル （令和２年４月２１日第６版）」より

生活に困窮される方の中には、失敗体験の積み重なりによる気力の減退、自尊感情や自己肯定感の低
下、地域社会からの孤立に伴う情報の遮断、行政機関への心理的な抵抗感等により、自ら自立相談支援
機関の窓口に出向き、相談や申請行為を行うことが困難な者も少なくないため、支援を必要とする方を
相談窓口で待っているのみでなく、支援を個人に「届ける」観点(アウトリーチ)が重要である。

これらを踏まえて、改正法による改正後の法においては、
①生活困窮者自立支援制度が、国民の生活にとってより身近な仕組みとなるよう、国や地方公共団体に
おいて制度の広報や周知を行う努力義務の創設(法第 4 条第 4 項)

②地方公共団体の福祉、就労、教育、税務、住宅等の関係部局において、生活困窮の端緒を把握した場
合に、生活困窮者本人に対して生活困窮者自立支援制度の利用の勧奨を行う努力義務の創設(法第8条)

③生活困窮者支援に携わる関係者間で、支援を必要とする方について適切に情報共有を行い、地域資源
のあり方など支援体制に関する検討を行うための「支援会議」の設置(法 第 9 条)
といった支援のアウトリーチの強化に向けた措置が盛り込まれていることから、各事業実施自治体にお
いても積極的に活用していただきたい。

さらに、生活保護制度との関係については、従前より連携通知などにおいて緊密な連携が日常的図ら
れていたが、今回改めて、生活困窮者自立支援制度の事業等を実施する中で、 要保護者となるおそれ
が高い者を把握した場合は、生活保護制度についての情報提供、助言等の措置を講ずる旨、明確に法律
上に位置づけた(法第 23 条)。併せて、生活保護法(昭和25 年法律第 144 号)においても、保護の廃止
を行う際に、当該保護を廃止される者が生活困窮者に該当する場合には、生活困窮者自立支援制度に関
する情報提供等を行う努力義務を規定(生活保護法第 81 条の 3) することとし、双方向の連携を明確
化し、連続性のある支援を目指すこととしている。



(子どもの学習支援事業の強化等)

子どもの学習支援事業については、地域の実情に応じ、学習支援を中心にしながらも、居場所の提供
やイベント等を通じた相互の交流・コミュニケーションを図る取組、家庭 訪問、親を対象にした相
談等による生活環境の向上を図る取組を一体的に行うなど、創意 工夫のある取組が実施されている。

•そのような創意工夫のある取組が行われる中で、「学習支援のほか、生活習慣・環境の向上等の取
組も事業内容として明確化すべき」との指摘や、主として高校中退の子どもや、 高校へ行っていな
い子どもなどの「高校生世代」への支援を念頭に、f学習支援だけでなく 自立に向けた相談支援が必
要」との指摘がなされている。

•これらを踏まえ、改正法による改正後の法において、子どもの学習支援事業について、従来の学習
支援に加え、 子どもの生活習慣曹環境の改善に向けた子どもやその保護者への支援、高校中退の子
どもや、高校へ行っていない子どもなどの「高校生世代」の進路選択に当たっての進路支援等の拡充
を行い、「子どもの学習‘生活支援事業」として強化した。(法第 3 条第 7 項)

•この拡充部分の取組については、子どもの生活習慣や社会性の習得と併せて子どもの養育支援を通
じた世帯全体への支援が可能になることや、より進学、再就学、就職といった様々な進路選択に関し、
自分の将来を身近に感じられるような効果が期待される。都道府県等におかれては、「生活困窮者自
立支援j去に基づく子どもの学習・生活支援事業の推進について（平成 31 年 3 月 29 日社援地発
0329 第 10 号)も参考に効果的な取組の推進を図られたい。 また、子どもの学習・生活支援事業に
ついては、他法に基づく学習支援事業(ひとり親家庭の子どもに対する生活・学習支援事業、地域未
来製)との関係で、それぞれ異なる目的・対象像となっているが、活用する地域資源や対象者が一部
重なっているとの指摘もある。こうした指摘がある中で、各事業が連携を図っていくことは重要であ
り、実際に地域において連携している事例も見られる。 これらを踏まえ、改正法による改正後の法
において、子どもの学習・生活支援事業について、他法に基づく学習支援事業との連携規定を法律上
規定することにより、学習支援に関する各事業について、より効果的な連携を推進することとしてい
る。(法第 7 条第 4 項)



子どもの学習・生活支援事業
• 「 貧国の連鎖」 を防止するため、生活保護支給
世帯を含む生活困窮世帯の子どもを対象に以下
の支援を実施。

①学習支援

②生活習慣・育成環境の改善に関する助言

③進路選択(教育、就労等)に関する相談に対する
情報提供、助言、関係機関との連絡調整

• 各自治体が地域の実情に応じ、創意工夫をこら
し実施(地域資源の活用、地域の学習支援ボラ
ンティアや教員OB等の活用等) 



学習支援の取組み



学習教室の実施方式と委託先

• 集合通所型

• 個別訪問型

• 通信型（eーラーニング）

• 個別訪問＆通信併用型

運営形態

• 株式会社 ・福祉団体

• NPO ・直営（自治体）

• 社会福祉協議会 ・（学校）法人 等















ワーカーズのこれまでの
学習支援の取組み
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学習支援事業の歴史(ワーカーズコープ関連）

• 埼玉県アスポート事業（埼玉県生活保護受給者チャレンジ支援事業）
2010.9～

→先駆的事例：埼玉県全体で生活保護家庭の中高生の学習支援（～
2015.3）

• 熊本市の学習支援事業 2012.10～

→ワーカーズコープが初めて、学習支援事業（中３対象）を受託

• 大阪・堺市の学習支援事業（モデル事業） 2013.4～2015.3

→2014.4からワーカーズコープが１年間だけ運営（高校生対象）

• 千葉・習志野市の学習支援事業 2015.4～（同時に浦安でも）

→ワーカーズコープ千葉が、自立相談、家計相談ともに受託、開始

→生活困窮者自立支援法施行開始

• 埼玉・和光市の学習支援事業 2015.4～

→埼玉アスポート事業を北関東事業本部が引き継ぐ



学習支援を開始したばかりの時期に
教室に駆け込んできた中３女子

その自治体で、学習支援事業が開始されて、数ヶ月が経った時期に、顔を
大きく腫らして教室に駆け込んできた。そして、泣き出した。

別室に連れていき、話を聞くと、母親に訳もなく、顔を殴られた。こんなこと
は、いつものことで、気分が悪かったり、かんしゃくを起こしたときとか、口ご
たえをしたりすると、暴力をすぐ振るわれると言う。

家でも、母親は暴力的で、歯向かうことはできない。母子家庭で、外に逃げ
ることもできない。一時期、児童相談所に預けられたこともあった。母親には、
従うしかないと、時折、笑いながら、話をしていた。

帰りに母親が迎えに来てくれるが、怖くて一緒に帰れない。というので、私
が待機しているから、何かあったら、すぐに私に電話すること、家に救出に
行くから。明日、学校に行ったら、担任の先生に今日の話をして、母親と話
し合いをしてもらいなさいと。

その夜は、特にこの子から緊急の連絡はなく、後日来た時に、報告を聞くと、母
親は普通になり、担任が母親に二度と暴力を振るわないと約束させてくれた。
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以前学習支援に通っていた19歳の女子が家出
をして、事務所に訪ねてきた

・学習支援に通っていて、高校に無事進学した母子家庭で暮らす女子。
・在学中にメンタル不調になり、欠席気味で、結局出席不足で高校を
中退してしまう。
・高校に在学中でも、学習支援に通っていたが、中退後も教室に顔を
出していた。

・しばらく、来なくなったなと思っていたら、突然、事務所に現れて、
家出をしてきた、母親とは息苦しくて、家にもういられないという。
・市役所にも連絡して、どうしようかと相談したが、取り合えず、事
務所に私的なシェルターがあるから、そこでまず落ち着いてもらおう
ということになり、泊まることに。

・市役所が間に入り、母子の関係修復を試みたが、子どもは完全に拒
否し、絶対に戻らないと。
・もう19でもあることから、自立の道を選び、自宅を出て、独立する
ための市と関係機関で全面的に支援をしていくことに。
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図表Ⅳ-4 第 2 回総合的ケースカンファレンス時のマッピング（例） 



地域から始まる子どもの貧困対策

「住民による、地域に暮らす子どもたちへの関わりから」



子どもが安心する居場所として通い
続けられる場にするためには

• 自分がここにいていいんだと実感が持てる場

• 自分は、ここでは誰にもばかにされたり、否定
されるようなことはない場

• ここでは「わからない」と言っても大丈夫な場

• 自分の話を最後まできちんと聞いてくれる場

• 自分が自ら選んでここに来ることができる場

• 自分のことを考え、真剣になってくれる第３の
大人がここには居る



学習支援事業に関わる人との協同

• 地域の中から対象児童生徒を掘り起こす

• 地域住民主体の活動にする

• 行政に頼ることのない経営基盤をつくる

• 継続的に運営できる体制づくり

• 他人事ではない、自分事となる住民を増やす

• 地域に網羅的な支援網を形成する

• 地域で対象世帯を孤立させない
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「貧困児童子どもの貧困からの脱出」
（加藤彰彦沖縄大学名誉教授）より

子どもの貧困対策の５つ

●「子どもの貧困」に気づくこと、そしてできることを考えること

●貧困家庭・貧困児童にかかわっていこうという気持ちをもつこと

●地域で孤立し、ひとりぼっちでいる子どもを放置しないで取り組みを
すること

●地域での話し合いを通して、解決のために具体的対策をつくり、課題
やいつから始めるかなどを明確にして実践すること

●具体的な支援対策を実践する専門員（子どもソーシャルワーカー等）
や協力者を準備し、円滑に活動を継続すること



第２次補正予算における施策

支援対象児童等見守り強化事業







学習支援事業の担当職員とともに


